租税法律関係における当事者の説明責任Ⅱ : アカウンタビリティとしての説明責任 by ⻘栁 達朗




















































































   図３−１説明者と被説明者の関係 
                     何について(about what) 
説明者(who)                                   被説明者(to whom) 
                      なぜ(why) 
                                   」 








































管理的 公務員 上司 制 度 的
合理性 





































種類       規 準 主な確保の⽅法 
政治責任     正統性 選挙、住⺠投票、リコール 
法的責任     合法性 裁判、会計検査 
⼿続的責任    合規性 ⼿続遵守 ､⾏政評価 ･監視 
政策責任     有効性 政策評価、プログラムの評 価 



















(⼀) 報告・説明義務（Reporting or Accounting function）  
  上位の者や監督的⽴場にある第三者に対して⾃⼰の職務遂⾏について報告し、
説明することであり、アカウンタビリティの中⼼的な機能である。 
(⼆) 情報収集・調査義務 (Information-seeking or Investigation) 
 上位の者や監督機関が、当該職員や団体から情報を求め、または⾃ら調査権限
を発動して調査を⾏うことである。 

































































































の司法審査(High Court Jurisdiction)、および裁判所法(Judiciary Act1903)によ
って権限を与えられた連邦裁判所の審査、⾏政決定審査法(Administrative 
Decisions(Judicial Review)Act 1977,以下、ADJR Act という)による審査、⾏政





























































































































































「①から⑥の機能についてみれば、①の「納税ルール（税 （70）IRS,“IRS Strategic 


























































          申告書の記載内容 
 被説明者 
課税庁 













下)や特別徴収義務(地⽅税法 1 条 1 項 9 号その他)のうち、徴収した租税を国
または地⽅団体に納付する義務。 
 
ロ 作為義務  
⼀定の⾏為をなすべき義務で、納税申告義務(国税通則法 17 条以下)、課税標
準申告義務(国税通則法 31 条以下)、納税地の異動(所得税法 20 条その他)や法
⼈の設⽴(法⼈税法 148 条)の届出義務、⽀払調書(所得 税法 225 条)、総収⼊
⾦額報告書(所得税法 233 条)、財産債務調書(国外送⾦等調書法６条の２)等の










則法 74 条の２その他)、財産の差押受忍義務(国税徴収法 47 条 以下)、臨検・捜



































































































昭和 58 年 12 ⽉税制調査会「今後の税制のあり⽅についての答申」 
「第⼆ 個別税⽬についての検討 
 ⼀ 所得課税等の検討 
 ５ 納税環境の整備 
(4) ⽴証責任その他の争訟⼿続関係 
 ①⽴証責任に関する基本的考え⽅ 
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